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1’．　はじめに
　1970年代に入り，アメリカでは，資金計算書
は損益計算書や貸倍対照表とともに制度化さ
れ，公表財務諮表の三本桂を形成するに至っ
た。しかし，これまでの道程は長く，この問に
多くの論者が種々な資金計算書を主張した。か
れらの主張が相違する原因の大部分は，貸借対
照表中心思考から損益計算書中心思考への会計
理論の変遷を背景にした，資金計算書の目的観
の変遷いいカ・えれば資金概念の多様性と，具体
的な計算表示にかかわる減価償却の取り扱いの
相違いいかえれば減価償却は資金の源泉である
のかそうでないのかという問題等に求めること
ができる。
　ここでは，後者の減価償却の取り扱いを対象
とし，さらに問題を限定して，「減価償却は資
金の源泉ではない」との立場にある純利益修正
法（あるいは戻し加減法）を歴史的に考察し，
さらにその現代的意義をも明らかにしたい。け
だし，純利益修正法は，これまで多くの議論の
対象となり，しかも減価償却と資金との関係を
理解する上で多くの人達を一般に誤導してきた
と批判されながらも，今日の制度化の中で基本
的な計算表示法として，取り扱われているから
である。
2．数学的調整としての資金の源泉
　20世紀の初頗，　ミッチェル（T．W，Mitch－
e11）とコール（W．M．Cole）は貸借対照表勘
定科目の変動表いわゆる源初的資金計算書を作
成した。かれらはその中で減価償却とくに減価
償却引当金勘定の増加を資金源泉欄に計上し
た。しかし，かれらの間にはその理由に関し重
要な相違がみられる。ここではその理由の考察
を通して，かれらの相違と資金計算書生成期に
おける減価償却の開示法を明らかにしたい。
　さてミッチェルは1907年2月，減価償却引当
金をその他の準備金とともに繰延負債項目に分
類し，＜減価償却引当金の増加→貞缶あ癌加→
資金の源泉＞と考えた1〕。しかし，同年6月，か
れはr繰延負債」項目をr剰余金」項目に変更
し，「剰余金」項目は特定資産の帳簿価値stat－
ed　va1uesから控除されるべきもので資金源泉
の一項目であると説明した2〕。　したがって，か
れはわずか4ケ月後に＜減価償却引当金の増加
→資産の減少→資金の源泉＞という考えに修正
した。
　そして，コールは1921年にやっと減価償却引
当金の増加を含む資金計算書を作成し，ミッチ
ェルと同じようにそれを資金源泉欄に計上し
た3〕。かれの特徴はこの計上に関する説明に顕
現しているのであるが，その理解のために次
にかれの減価償却に関する説明に若干ふれてお
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きたい。
　かれは「固定資産の減櫛償却は……価値を減
少τeduCtiOnさせる。」4〕と言明し，三の減価
償却の開示方法があると主張する。その一に貸
借対照表の資産側には固定資産を取得原価で表
示し，負債側には発生した減価償却費を表現す
る減価償却引当金を表示する。そして，かれは
この開示について二の意味があるという。その
一が当面の課題を理解する糸口となる。それ
は，あたかも負債勘定のようであるが，固定資
産が誇張された価値eXaggerated　Va1ueで資
産側に報告されているという考えから，資産か
らの数学的な控除項目と弼解する5｝。したがっ
て，かれは減価償却引当金の増加を資金源泉欄
に計上した理由とその解釈を次のように説明し
た。
　　「次の四の引当金勘定（減価償却引当金
　勘定を含む・・一中村）はそれぞれ資産の減
　少を表現する。（しかし，それらは資産勘
　定に対する控除あるいは消極的勘定であ
　る。　……中村）それ故，それらはたんな
　る数学的調整の意昧でのみon1y　in　the
　mathematica1sense貸金assetsの源泉で
　ある：それらは純枠な資産の過大表示o－
　VerVa1uation　との相殺を意味し．反対側で
　控除されるかも知れない。しかし，ここで
　は，それらは便宜的にそのまま計上されてい
　る」伽（傍点注・中村）
　っまり，かれはミッチェルの＜減価償却引当
金の増加→資産の減少→資金の源泉＞という考
えに対し，「たんなる数学的調整の意味」とい
う限定条件をつけ加えた。しかし，かれは便宜
的であれ減価償却引当金勘定の増加を他のもの
と同じに資金源泉欄に計上したがためにその限
定条件を資金計算書に表現することができなか
った。当然そのことは，かれの減価償却引当金
の増加に関する考えを検討するさいの誤解の原
因となり，ミッチェルと同様に減価償却が資金
源泉であると理解されることになる。たとえ
ば，マイヤー（J．N．Myer）はフィニー（H，
A．Findey）の純利益修正法を支持する前提と
して次のようにコールを批判した。「コールが
減個償却引当金の増カロを“資金の源泉”として
分類したことは前述の通りである。固定資産の
減価償却が資金resources　or　fundsの源泉
source　or　proviSionであるというのは詑弁で
ある。」7〕
　それではどのようにコールの「たんなる数学
的調整の意味」を理解し，どのようにその意味
を資金計算書に表現すればよいのカ・。前者の問
題は「なおいっそうの混乱はときどき減価償却
引当金を資金源泉として考えることである。」
と批判したバッター（W．丁．Vatter）の見解に
表明された，それはr財務的意味上の資金の源
泉ではない」という意味に逆説的ではあるが理
解することができる8〕。そして，後者の間題に
対するびとつの努力として，たとえばペイトン
（W．A，Paton）編のλ㏄o〃肋桃肋泌00尾
1933年版に示されたくWhere－9ot・where－gone
表〉をあげることができる。それは減価償却引
当金の増加を当該固定資産（の増加）から直接
控除してその残高を表示する9〕。しかし，その
ことはコールの限定条件を表現するのではな
く，逆にミッチェルと同様に理解される原因と
なる。そこで強いてその方策をあげるならば，
それは限定条件そのものを脚注に明言己する以外
にはないだろう。しかし，その問題は，そのよ
うな方策を試案するのではなく，財産計算思考
に立脚した，貸借対照表の比較資料だけから，
貸借対照表勘定科目の変動表いわゆる資金計算
書を作成しようとする資金計算思考の限界であ
り，その限界が便宜的計上に表出したと理解す
ることの方が妥当である。
　以上のように，ミッチェルは減価償却引当金
の増加は究極的には資金の源泉であると主張し
たのに対し，コールは限定条件付での資金の源
泉と主張した。しかし，実際的にはコールの主
張は資金の源泉でないと換言できる。問題は減
価償却の開示法にあり，その起因は損益計算思
考と貸借対照表勘定科目の変動表思考との関連
の希薄さに求めることができる。
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3．純利益修正法の生誕とその特徴
　その後，エスケレ（Pau1－Joseph　Esquerr6）
とフィニー（H．A．Finney）はミッチェル，コ
ールと同種の貸借対照表勘定科目の変化にもと
づく資金計算書を作成した。しかし，かれらは
ミッチェル，コール達と違って，損益計算思考
を導入し，剰余金の変動分析を通して，営業活
動より供給された資金を計算しようとした。と
くにかれらの特徴はその計算過程において減価
償却引当金の増加あるいは減価償却費を剰余金
勘定へ振替えた純利益に戻し加算することにあ
る。ここに純利益正法の生誕原因がある。しか
し，このように共通の特徴を有するかれらであ
るが，戻し加算の説明についての論理的側面か
らみれば，フイニーの方がエスケレよりも進化
したものとみることができる。ここでは，かれ
らの純利益修正法の生誕原因の考察を通して，
その一般的特徴を明らかにしたい。
　さてエスケレは1914年，資金resources源
泉欄に「利益の再投資」項目を計上した。そし
て，そこでは「剰余金への振替利益」とr引当
金目的への運用利益」の合計額が計上されてい
る。これがいわゆる純利益修正法である。しか
し，かれは「再投資された利益は損益計算書に
計上されている金額ではなく実際に稼得された
総利益totaI　profitであることに注意する必
要がある。」mと主張するだけであって，明確な
戻し加算の理由を説明していない。
　それ故，この理由すなわち純利益修正法の生
誕原因を明確にするためにまず再投資された利
益が稼得された総利益であるということと，そ
れが資金源泉欄に計上される理由から考察して
いきたい。
　さてその手がかりはかれの主張する単式簿記
システムと複会計式貸借対照表12〕の期間変化の
説明のなかに明示された損益計算等式と資金計
算等式の両等式の関係から導き出される。かれ
によれば，それら両等式は次の通りである。
　　資産の増加：a負債の減少：b資産の減
　少：a’負債の増加：b’純財産の純増加：c
　資金の源泉：d資金の運用：e
　　　（a＋b ＿（a’十b’）＝c……・………・・（1〕
　　　　　d＝e一・・…一……・・…一…・・12〕
　ところでかれの資金計算原理では，11〕式の左
辺の（a＋b）は富の増加であり資金の運用であ
る。そして，左辺の（a’十b’）は富の減少であ
り資金の源泉である。　そこで，（1〕式の左辺の
（a’十b’）を右辺に移言己すると，それは次の13〕式
になる。
　　　（a＋b）＝（a’十b’）　十c・…・・…　……　｛3〕
　つまり，この13〕式から，cの控除項目たとえ
ば減価償却費がなかったと仮定すれば，再投資
された利益いいかえれば資金の運用に供した利
益は純財産の純増加であり稼得された総利益だ
と理解できる。
　そして，この13賦から，戻し加算そのものは
次のように説明されるであろう。もし減価償却
がなされたと仮定すれば（減価償却引当金の増
加：f），13〕式の右辺は次の14〕式になる。
　　　（a’十b’）十（c－f）十f…・…・・……（41
　問題は最後のfをどのように処理するかにあ
る。それには，（4〕式から次の四通りが想定され
る。（1〕b’十f12ぽ十f13〕特別の処理をしない
｛4〕（c－f）　十f
　ところが，11〕・12〕と13〕は前節のミッチェル，
コールの処理であり，ここでは排除して考える
ことができる。したがって，残るのは14）の処理
となる。この（4〕の結果は13〕式のcであるから，
（c－D＋fは稼得された総利益を表わすことに
なる。ここにエスケレが，利益の再投資として，
剰余金への振替利益に引当金目的への運用利益
を戻し加算する純利益修正（表示）法を提唱す
る理由がある。
　そして，フイニーは1923（1925）年，資金源
泉欄に「減価償却および貸倒引当金設定前の純」
利益」項目いいかえれば営業活動によって供給
された資金を計上した。そこでは「剰余金へ振
替えた純利益」と「……減価償却額と・・一」の
合計額が計上されている。これは前述したエス
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ケレと表現の差はあれ純利益修正法の提唱であ
る。しかし，かれの特徴は純利益修正法の説明
に顕現しており，かれは次のように簡単な例を
あげて説明している。
　　「ある商人が現金商売を行なっていると
　する：今かれは商品＄5，000を仕入れ，畦6，
　000で販売したとすれば利益は船1，000であ
　る。そして，経費荘200を支払うと，利益
　の残高は笛800となる。したがって，利益
　が現金鴫800を増加させたのは明らかであ
　る。しかし，かれはわずかながら固定資産
　を保有して．おり，かれは減価償却額推50を
　損益勘定の借方と減価償却引当金の貸方に
　言己帳した。その結果，損益勘定の残高は＄
　ゲ56（剰余金へ振替えた利益一・・中村）た
　減少するが，利益によって供給された現金
　資金は減少しない。けだし，現金資金は船
　800のままである。したがって，利益によ
　って供給された資金（搬800・・…・中村）を
　計算するためには帳簿上の純利益（剰余金
　へ振替えた純利益舘750……中村）に減価
　償却引当金を加算せねばならない」1『〕（傍点
　注・中村）
　つまり，かれの特徴は，「純利益を減少させ
るが利益によって供給された資金を減少させな
い」費用いいかえれば非資金費用として減価償
却費を認識したことにある1ω。かかる認識は当
然，収益に対しては非資金収益（資金を供給し
ない収益）を認識せしめる。そして，フイニー
はこれらの概念でもって純利益修正法を資金計
算的に論理づけようとした。このことは前述し
た引用文が明示しているが，ここでは，次のゴ
ールドバーク（L．Go1dberg）が示した15〕損益
計算書等式から，純利益修正法の論理性とその
特徴を考察したい。
　さてかれは損益計算書と「資金の流れ」との
関係に関し，次のように提唱する。
　　純利益＝資金を供給する収益十資金を供
　　　給しない収益一一（資金を必要とする費
　　　用十資金を必要としない費用）・…・仙
　　したがって，次の12〕式が展開される。
　　　純利益一資金を供’給しない収益十資金
　　　を必要としない費用＝資金を供給する
　　　収益一資金を必要とする費用………12〕
　つまり，12〕式の左辺は純利益修正法を表現
し，右辺は左辺の結果が営業活動によって供給
された資金であることの証明となる。これらの
関係を具体的数値と計算書形式で表わしたのが
資料ユのワーク・シート形式工6〕である。このワ
ーク・シートから，上述の等式12〕をワーク・シ
ートのアルファベット文字で表現すれば，それ
は（f）十（d）＝（a）十（e）一｛（b）十（c）｝である。
（資料1）　ワーク・シート
　　　　　　損　　　益　資金の源泉資金の運用
売上高………………765，753…765．7531a〕
売．丘二原価……………547，707・一・…………547．7071b〕
売上総利益…………218，046
諸費用・…・・…134，540・……・・…・一・…………134．5401・〕
膿㌫㍗：、，、、、
箒狐1111111111111：：1：1．．3、，、、、に，
当期純利㌣二；、1：鮒、。。，、。1、、、，2、、
　　　　　　　　　　　　682，247
営業活動より供
給された純資金…（l18，254）…118．25419〕
　（賃金＝reSourCeS，ゴールドバークの修正私案）
　以上のように，エスケレは単式簿記システム
を基底とした損益計算思考を導入し，フイニー
は複式簿記システムを基底とした損益計算思考
を導入し，それぞれ剰余金の変動分析を行なっ
た。その結果，利益概念の相違は前述したよう
に純利益修正法を説明する論理性に顕現した。
　ところが，その後，かかる純利益修正法に対
し，形式的・内容的な両面からの批判がなされ
た。まず形式而からは，そあ計算表示白体が資
金源泉欄でなされることから，それはコールと
同様に減価償却費が資金の源泉であるという誤
解を導くと批判された。そして，内容面から
は，それは前述したゴールドバークの尋太身）あ
左也あ壷金あ病れ垂倖后おポ曲自そぺそ右
辺の資金の流れの結果を表現しようとしてい
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ることから，それは，「概念的混乱」（バッタ
ー）1帥，「擬制的表示」（中村萬次教授）19〕，r軽
卒な仮定」（ペイトン・デイクソンW．A．Pa・
ton＆R．L．Dixon）2ω等と評された。
　要するに，純利益修正法は貸借対照表勘定科
目の変化にもとづいて資金計算書を作成しよう
とする方法に固有な技法であり，「営業活動よ
り供給された資金」の計算手段として生誕し
た。そして，それは実質的には，コールの限定
条件「数学的調整の意味でのみ資金の源泉であ
る」の域から脱しえず，「営業活動より供給さ
れた資金」を計算するための「数学的推論」
（ゴールドバーク）21〕にすぎないのである。
4．資金基準法一純利益修正法の代替的形式
　前述したゴールドバークの等式12〕の右辺「資
金を供給する収益一資金を必要とする費用」は
純利益修正法の欠点を克服し，新たなる資金計
算思考にもとづいた二の新しい開示法を提示す
る。一は資金を供給する収益項目と資金を必要
とする費用項目をそれぞれ資金の源泉と資金の
運用として表示する方法である（以下，資金基
準法・1と呼ぶ）。他の一は右辺の計算結果で
ある「営業活動より供給された資金」だけを資
金の源泉として表示する方法である（以下，資
金基準法・2と．呼ぷ）。ここでは，資金基準法
の一般的特徴の考察を通して，これら二の開示
法の特徴を明らかにしたい。
　さて資金基準法の一般的特徴は，中村萬次教
授によれば22〕，純利益修正法が貸借対照表の純
利益を基底とするのに対し，資金基準法は資金
の流れを基底として計算表示を展開することに
ある。その結果，基本的かつ重要な「資金の流
れ」は次のように規定される。すなわち「主と
して営業上の収入（売上高・・一中村），次いで
その他の営菜上の収入」が資金の源泉として認
識され，営業支出（費用ではない……仕入高お
よび営業諸費用・・一中村）が資金の運用として
認識される。つまり，資金基準法はrまず営業
収益と費用とを資金収入と支出と仮定し，これ
から非資金的収益・費用を修正するのである。」
したがって，　減価償却費のような非資金費用
（および非資金収益）は計算表示から除外され
ることになる。
　ところで資料223〕が示すように，資金基準法
（1）と（2〕では実際的な表示而でかなりの相違があ
る。それ故，次に両者の特微を個別に考察した
い。
（資料2）
I皿．
　純利益修正法
当期純利益……・・　　　　・…95．6791f〕
加算・非資金費用
　減価償却費・…・…　　　　　　・…22．5751d1
営業活動より供給された資金……1／8．25419〕
　資金甚準法（1〕
純売上高およびその他
の収入（34，748）…・…　　　　　　800．5011到十；e1
諦費用への当座支出……・　　　682．2471b〕十1c〕
営業活動より供給された資金・・…・118．25419〕
　資金銚準法12）
　営業活動より供給された純賓企…　l／8，254㈲
（右端のアルファベット文字は資料1との関連を示す）
　資金基準法ωは総収入法とも呼ばれ，1938年
にペイトンが純利益修正法の戻し加算処理とい
うやつかいさを避けるため，資金計算書に損益
勘定の諸項目を転写する方法を主張したことに
始まる24〕。資料2が示すように，これは前述し
た資金基準法の一般的特徴に最も適合した方法
で，バッターは企業の基本的かつ重要な資金の
流れを明細表示すると主張する25〕。その結果，
それは，「営業活動より供給された総資金額と利
用可能な純資金額に関する情報を提供」2帥し，
「連係表示された諦項目の分類と関連による市
要なリレーションシップ」27〕の捉供を可能にす
ると主張される。その反面，それは損益計算書
項目の大部分を二重表示することから，明瞭性
に欠けるきらいがある。会計担当者や財務分析
家によれば，それは不体裁な方法であると考え
られ，実際的な運用面ではこの方法は回避され
ていると主張される20〕。
　資金基準法12〕は，ユ943年にゼリー　（C，N．
Se1lie）が提唱し29〕，1951年にゴールドバーク
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が採用した3。〕。これは「営業活動より供給され
た資金」を正式には「現金支出を必要とする費
用を超過せる収入額」31〕とか「営業活動に運用
された資金を超過せる供給された資金」32〕と呼
ぷ。これは資金基準法11〕の欠点を補い，簡単明
瞭に「営業活動より供給された資金」を表示す
る。その反面，当然これは前述した基本的かつ
重要な資金の流れを表示しえない。この点を補
うために，ゴールドバークは一のワーク・シー
ト（資料1）を作成した。注意すべきは，かれ
はこのワーク・シートでもって減価償却費と資
金との関係を表示しようとしたことである。こ
の点に関し，かれは次のように述べている。
「前者（資金基準法・1……中村）の処理では
非資金項目は全く除去されるが，後者（資金基
準法・2・・・…中村）の処理では非資金項目はワ
ーク・シrトに表示される。」鋤っまり，かれは
かかるワーク・シートを財務諸表体系の中で資
金計算書附属明細表と指向していたようであ
る。
　さて資金基準法を支持する多くの論者は前者
の方法を採用するのに対し，後者はゴールドバ
ークだけである。し力・し，純利益修正法の欠点
を克服しながら，減価償却費と資金との関係を
なんらかの形式そ表現しようとするゴールドバ
ークの意図はその後に提唱された資金基準法の
修正案にもみることができる。たとえば，1958
年のペイトン・デイクソン洲や1973年の中村萬
次教授35〕の修正資金基準法等がある。
　ペイトン・デイクソンは損益計算書の純利益
と減価償却費のような非資金費用・収益を脚注
に明細表示する。そして，中村萬次教授は，独
占体の資金政策を如実に表わすために，資金基
準に立脚し，“収益にして収入とならないも
の”“費用にして支出とならないもの”を資金
計算書で控除表示し，r実務経験上の資金収支
概念と一致する計算表示」を堤唱する。
　以上のように，資金基準法の一般的特徴は
r資金の流れ」を基底とする論理的な資金計算
思考の確立にあった。この特徴を強調したのが
資金基準法（1〕であり，その簡便性を指向したの
が資金基準法12〕である。
　たしかに，資金基準法は，貸借対照表勘定科
目の変化にもとづいた作成技法に固有な純利益
修正を不要とする点では秀れた開示法である。
しかし，ゴールドバークのワーク・シート論や
ペイトン・デイクソソの脚注論，そして中村萬
次教授の修正資金基準法にみられるように，減
価償却費と資金との関係表示は現代アメリカ企
業の財務投資活動を理解する上で無視できない
ものとなってきている。このことは，次章にお
いて考察する，1960年代のアメリカ公認会計士
協会による資金計算書の変革と啓蒙の中で，一
貫して純利益修正法が基本的形式として勧告さ
れた理由に相通ずるのである。
5．純利益修正法・補論
　1960年代はアメリカでは公認会計士協会によ
る資金計算書の変革と啓蒙の時代と特徴づける
ことができる君筍’。この契機となったのは，1961
年にメイスン（Perry　Mason）による会計調査
研究書第2号37〕『キャッシュ・フロー分析と資
金計算書」（以下，研究書第2号と呼ぶ）の公
刊であった。そして，会計原則審議会は，1963
年に意見書第3号害島〕，1971年に意見書第19号洲
を発表した。その結果，資金計算書に関する具
体的指針は一応の結論をみるに至った。この一
連の勧告の中で，営業活動より供給された資金
の計算表示は一貫して純利益修正法が基本的形
式として勧告された。ここでは，資金計算書の
唯一の変革を勧告した研究書第2号を参照しな
がら，純利益修正法の補論として，最終的な意
見書第19号の勧告とその理巾を明らかにした
い。
　さてメイスンは400社の1961年の営業報告書
を対象とした調査の結果，その90パーセントが
減価償却費を資金の源泉だと誤解を与える報告
を行なったとして，この誤解を防止するための
純利益修正法の修正案（以下，脚注式純利益修
正法と呼ぷ）を基本的形式として勧告した4ω。
かれの勧告によれば，’それは資金計算書では具
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体的に次のように表示される41〕。
資金の源泉：
　　減価償却控除前の純利益（注）…・……・・ユ18．2541g〕
（注）損益計算書による純利益…………95，679tf〕
　　資金を必要としない減価償却費…22．5751d〕
　　　　　　　　　　　　　　1ユ8，254｛9〕
＊アルファベット文字は資料1との関係を示してい孔
　ところが，その後の会計原則審議会の意見書
第3号と第19号は，メイスンの脚注式純利益修
正法を破棄し，従来の純利益修正法を基本的形
式として勧告した。
　意見書第19号（パラグラフ10）』2〕によれば，
まず計算書の最初に「当該期問の営業より供給
もしくは運用された運転資本もしくは現金を見
出しをつけて特別に表示する必要がある。」そ
の理由は「企業が営業より供給もしくは運用さ
れた運転資本もしくは現金を獲得する能力は当
該企業の財務投資活動を考察するさいの重要な
要素」（傍点注・中村）だからである。ここに，
研究書第2号の勧告「減価償却控除前の純利
益」という表題を破棄した理由がみとめられ
る。これは！943年のゼリーの見解に明記されて
いる棚。しかし，問題は「獲得する能力」の計
算表示の基本的形式として，意見書第19号が次
のように純利益修正法を勧告したことにある。
「当該期問の計算書は，異常項目があっても，
異常項目控除前損益から表示を開始すべきで，
期中の運転資本もしくは現金の運用（もしくは
源泉）に影響を及ぼさなかった損益は，これを
戻し加算（もしくは減算）しなければならな
い。」（純利益修正法）。そして「同様な計算結
果となるいまひとつの認められる手続は，期中
の運転資本もしくは現金の源泉となる総収入か
ら始めて，期中の運転資本もしくは現金の支出
を必要とした営業原価および諸費用を控除する
方法である。」（資金基準法・1）（パラグラフ
10）
　ところが，意見書第19号は論理的欠陥のある
従来の純利益修正法をあえて勧告した理由を明
らかにしていない。ただそれは「この手続に従
って加算および減算された項目は，運転資本も
しくは現金の源泉でも運用でもない。そしてそ
れに関する見出しをつけて，これを明瞭にすぺ
きである。」（パラグラフ10）と，加算・減算に
よる混乱にたいしての一般的注意を与えている
だけである。この点に関し，意見書第19号を勧
告した会計原則審議会のメンバーであったホー
ングレンは，資金基準法11）の論理性を認めなが
ら，次のように解説した。
　すなわち，主たる営業により生じた資金の計
算表示の方法には二通りがある。最も論理的な
のは総売上高でもって開始し，それから資金を
流出する営業費用を控除する方法である。とこ
ろで会計人や財務分析家は，このような方法が
不体裁な方法であるとの理由から，純利益でも
って開始し，資金を流出しないすべての費用を
戻し加算する簡便法（shortcutmethod）を用
いる。資金計算書は通常この簡便法によって作
成されている。この簡便法は減価償却費がそれ
自体で資金源泉の一要因であるという誤った印
象を与えがちである。しかしながら，もし減価
償却費が資金源泉の一要素だということで，企
業が減価償却費を二倍にして資金計算を操作し
たとすれば，資料3の計算が示すように，その
操作は減価償却費や純利益の計算に影響を与え
るが，しかし営業活動より供給された資金の計
算にはなんら直接に影響を与えないω。
（資料3）
　　　　　　　　　　　　　　　適正　二倍
売上高およびその他の収入㈹　　　　800．50／800，50／
控除：運転資本を必要とした費用1B〕682・247682・247
営業活動より供給された資金1C〕　　ユ18．254／18，254
控除：減価償却費1D〕　　　　　　　22・57545・150
当期糸屯不■」益｛E〕　　　　　　　　　　　　　　　　95．679　73，104
＊資金基準法（1〕では「営業活動より供給された資金」
の計算は＜A－B＝C＞であ孔そして，純利益修正
法では＜E＋D：C＞である。この両等式を結合する
と，E＋D＝C＝A－Bが成立する。この等式はゴー
ルドバークの等式11〕と同じものとなる。
＊数字は資料1との関係を示してい孔
つまり，かれは前述した純利益修正法の特徴
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である数学的推論を前提とし，概念的な誤解は
具体的計算の結果を誤導しないとの理由から，
資金基準淘1〕と比校して，その実際的運用而で
の実用性を強調した。たしかにそのことは制度
化の段階では考慮すべき一要素ではある。ただ
意見書第19号の実質的な勧告理由を明らかにす
るために，注目しなければならないことは，研
究書第2号，意見書第3号と第19号が資金計算
書において戻し加算を表示するという共通点で
あって，重要なのは次の二の姿勢がその共通点
に表出していることである。その一つは減価償
却会計の財務的側面を注視する姿勢と，他の一
つは1950年代の後半から期間損益計算への不信
ならびに利益低下を釈明するために，実業界が
利用し始めたキャッシュ・フロー資料の単独な
分析を止揚しようとする姿勢である柵。これら
の点に関し，研究書第2号は次のように明らか
にしている。
　まず減価償却会計の財務的側面として，減価
償却費は資金の源泉ではないけれども，「減価
償却費を収益から控除することは，資金の支出
をともなわないから，売上とその他の収益から
受取った資金は，この減価償却費の額だけ，企
業内に留保されることになる。」4ωと要約し，
「減価償却費その他これに類する項目が存在す
る場合には，新規の株式発行や負債によって資
本を調達しないでも，物的設備を拡張すること
が，ある事情のもとでは可能となる。しかしな
がら，減価償却の会計によって留保された資金
のうちの主要な部分は妓喜を行なうために必要
とされ，拡張のために必要な資金は，大部分，
利益0）留保またはその他の投下資本の追加によ
ってもたらさなければならないという有カな仮
定がある。」47〕と結論づける（傍点注・中村）。
　また研究書第2号の勧告理由を検討したデイ
ビッド（H．Li　David）は，「いくつかの代替
的会計処理・手続の中から一のものを選択する
ことは会社の財務管理の熱慮を反映している。」
と述べ，次のように純利益修正法を選択したそ
の行為の財務的意義を強調する。「純利益修正
法の処理は外部財務取引の結果と同様に会社の
財務活動の一部である。いいかえれば，資金の
留保および有利な投資環境の縦持は資金の供給
・遁用と同様に財務活動の一部である。」4帥
　そして後者に関し，研究書第2号は，まずキ
ャッシュ・フローを「営業活動より供給された
資金」だと定義した。そして，それはキャッシ
ュ・フロー資料の誤用や混乱を指摘したのち，
その単独の分析を止揚するために，キャッシュ
・フローすなわち「営業活動より供給された資
金」に関する資料を資金計算書に吸収したので
ある。
　要するに，意見書第19号は次の四の理由から
純利益修正法をあえて勧告した。11ト般的流布
と簡便性，12〕概念的な誤解と資金の具体的計算
結果との不一致，13臓価償却による資金の留保
もしくは利益の留保と設備装置の取替もしくは
拡張のための資金との関連表示，14〕キャッシュ
・フローの流布とその単独な分析の止揚。
6．　おわりに
　資料4にもとづいて，これまでの考察を要約
すれば，次の通りである。
（資料4）
（資産の減少十負債の増加）
　　　　　　一（資産の増加十負債の減少）
曜鶴㌃非資金二㌧
．二警叫竺二琴郷．．、．．．．、1［π］
［I］
　〔I〕の立場は，r常業活動より供給された資
金」を計算表示するために，貸借対照表の純利
益（あるいは剰余金勘定へ振替えた純利益）を
基底とし，これに減価償却費を戻し加算する方
法で，純利益修正法と呼ばれるものである。エ
スケレ，フイニー，意見書第3号と第19号は従
来の純利益修正法を支持し，研究書第2号は，
かかる方法の欠点，すなわち減価償却費が資金
の源泉であるとの誤解を導くことを防止するた
めに，脚注式純利益修正法を勧告した。
　そして，〔u〕の立場は，純利益修正法の欠
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点を克服するために，「資金の流れ」を基底と
し，非資金収益・費用を修正する方法で，資企
某準法と呼ばれるものである。ペイトン，バッ
ターは本来の資金基準法／1〕を支特し，ゴールド
バークはその簡便法である資金基準法（2トr営
業活動より供給された資金」のみを表示する方
法（計算の州m書を添付）を支持した。そし
て，ペイトン・デイクソンは肚口注式資金某準法
を堤唱し，中村萬次教授は修正資金基準法を提
鴫した。
　さて資金計算詔＝が個度化さ・れたアメリカで
は，長い間の斥」＝余舳折を経て，論狸的に秀ぐれ
た資金某準法ではなく，従来の純利益修正法が
基本的形式として認容されている。そこには，
第二次’肚界大戦後のインフレーションと高税率
下で行なわれた設備装置の収替・拡張にともな
う固定資本の絶対的・相対的増加という社会経
済事情を看過することはできない。それは，会
言十事象として，う．長価償却会計の財務的側而の重
視を促し，具体的には，キャッシュ・フロー
（r営業活動より供給された資金」概念）分析の
利用やなんらかの形式で減価償却費と資金との
関係を表示しようとする姿勢を生起せしめた。
加えて，1960年代のコングロマリット化の進行
は貸借対照表を重視する姿勢を促し，その結
果，貨借対照表勘定科目の変化にもとづき，純
利益と減価償却費を明示する従来の純利益修正
法が基本向勺形式と認容されるに至った。
1）T．W．MitcheH，“Reviews　of　Corporate　Re－
　ports”，∫o砒閉〃　o∫λcoo刎〃αηεツ，（Feb．1907），
　pp．305～316．
2）T．W．Mitche1l，“Reviews　of　Corporate　Re－
　pOrts，”∫0〃γ瑚α10∫λc60〃〃ね〃cツ，（June－1907）．
　pp．144～1500
3）周知の通り，かれが最初に資金計算苫を作成し
　たのは『会1言1’，その構遣と解釈』んCo伽ま∫，丁伽か
　C㎝∫f閉c肋冊α〃伽加ゆ〃αf｛㎝，1908。の著書
　であった。その後，『会言1一と監査』ルoo〃珊脇gα〃
　λ刎肋初＆1910．1915年の『会計，その構造と解
　釈』の再版と『会副1学の基礎」丁加ル〃∂舳〃α1∫
　o∫んoo肋柵伽g，1921。にも作成しれしかし，か
　れが減冊償五1］引ミ■自金の増加を含む資金計算三I｝を作
　成したのは1921年の蕃苫であった。ただ以前には
4）
5）
6）
7）
8）
9）
10）
減価償却基金勘定の増加に関し，かれは次のよう
に資金的説明を行なっているにすぎない。「減価
償却基金勘定は貸借対照表の資産側にあるから，
それは実際の基金であるにちがいない。この基金
はあるものを犠牡にしているにちがいないし，そ
れはある財産がどこかへ行ったことを表示してい
るから，それは資金の運用として表示されねばな
らない。」（1915年，p．130）
　W．M．Co1e，ηθ肋〃α榊肋1∫o∫んω批肋榊
192ユ，　p，107o
　乃泓，pp．107～108，“Our　Outdated　Account－
ing”，”㈹α”B刎∫加2∬R〃主召w，（Tu1y1933），
p．485。かれによれば，開示方法には11〕直接控除
後の残高表示／2〕負債側での引’当金表示と13噴産側
での引当金控除形式がある。とくに第二番目0p開
示方法の意味には二通りがあり，そのうちの一は
木文に示したものであり，他は減価償却を債務と
考える。そのF帥として「それは，企業が継続す
ると仮定すれば，過去の鴬業活動が消耗，磨滅お
よび老朽化によっていづれ更新されねばならない
固定資産を借兀1していることを意味する。」と，
かれは渕リ」する（“OufOutdatedA㏄ount三ng”p
485）。
　W．M，Co1e，珊θ乃〃ゐ〃f酬刎∫oゾん60吻伽＆
1921，　p．350o
　工N．Myer．“Statements　A㏄omti㎎for
Ba1ance　Sheet　Changes”，λcoo別〃加g　Rω主θ〃
（January1944），　p．35o
　W，J．Vatter，“Funds　F1ows　and　Fund
Statements”，∫o〃冊α1　o∫B砒∫加ε∬（January
1953），　p．20．
　W．A．Pat㎝，んco砒ηf伽圭∫’肋肋oo毘，1933
（secnd　ed．）　p．ユ00。
　フイニーが工具，特許権の償却をも機械，建物
減価償却；雌と同様に戻し項目として処理している
ことから，エスケルは次のようにフイニーを批判
した。「フイニーは次の理論を提唱してい孔す
なわち，資金を供給する方法は賞産を雌消するこ
とか，もしくは無形固定資産を償却することであ
る。」しかし，エスケレは減価償却費を戻し項口
として純利益に加算することn休には灰対してい
ないのである。したがって，かれの批判は工具，
特許栴の償却をも機械，延物の減価償却と同じで
あるかどうかということで，ここで考察する純利
益修正法そのものにかかわりあいがない（“State－
ment　of　Application　of　Funds”．（Students’
DepaI’tment）。∫α〃〃1oグλooo吻加πツ，（May19
25），pp．424－434）。なおかれの資金計算書の詳
細については，杣稿「エスケレの資金計算苫の理
論」，『阪南論集」第ユ4准第6・号を参照のこと。
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　略・…・・エスケレは複会計制度についてはなにも考
　慮していないことに注目しなければならない。む
　しろ彼は複会計の形式をアメリカ流の損益の考え
　方に適合しようと試みており，イギリス流の手続
　について検討するのをさけているのである。」（飯
　岡・中原共訳『バッター資金会計論」昭和46年，
　同文舘刊，103頁。W．J．Vatter，丁肋肋〃
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